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「雇用の確保」には繋がらない！
　～目先の経営の苦しさを社員に押し付けるな！～
貨物会社は国労の２０１０年春闘要求趣旨説明に対し唐突に「来年度事業計画には定期昇給実施は盛り込まない」事を明らかにしました。春先に唐突・・・何か覚えがありませんか・・・？そうです。昨年の今頃は「コーポレートカードの廃止」が突如打ち出され、全組合の反対の声を押し切って廃止が強行されました。

ベースアップはゼロ、もはや生活給と化している期末手当まで超低額に抑制し、更には定期昇給凍結となれば、貨物労働者と家族の生活は大打撃を受けることになります。

定期昇給が凍結されるとどうなるのか？
定期昇給とは「１年が経過すると１歳年上の先輩と同額の賃金を貰う」という事です。これを賃金制度として明確化している場合は定期昇給制度があるといいます。そのため定期昇給が「なし」では賃金上昇が遅れるばかりか「生涯賃金」にも影響します。
一つの例として18歳で就職し55歳までに定期昇給として支給される額を査定等を仮に一律４千円ずつとすると、4000円×37年分＝14万8千円分が凍結されることになります。たかが１４万・・・（と言う人は多分いないと思いますが）たった１度の定昇を行わないだけで将来の退職金にも影響をする大幅な賃金ダウンが発生してしまいます。
また、４月１日に入社する新規採用者と前年度採用の社員の賃金が同額となるばかりか初任給調整手当（JR貨物就業規則・賃金規定・第9章の2、P136参照）により逆転現象が起こります。賃金制度そのものに大きな変化が生じる事を一方的に提示するのは問題です。
従業員の暮らしに気を配らない経営を続ける企業には将来性は期待できません。企業という組織を動かしているのは人間であり、従業員の能力の総和です。
人の働きというものは同じ仕事をしていても経験を積み重ねれば熟練度が上がるのですから、それに応じた賃金にしようというのが定期昇給の根拠です。従業員の側から見れば子供の成長とともに家計費が増えますが、その相当部分は定期昇給で賄えると期待することができます。そのため、転職などを考えずに勤めている企業のために一生懸命働こうという気持ちにもなるのです。

「雇用確保のためにベースアップや定期昇給をガマンして」などと、目先の経営の苦しさから脱出するために安易な人件費抑制に目を奪われる経営者は経営責任を厳しく問われるべきです。






